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多文化共生指向の日本語教育実習生による

反対意見表明の変化

ティーチャー・コミュニティー構築の過程から∗

平野　美恵子†

概要

本稿では，多文化共生指向の協働型日本語教育実習を取り上げ，日本語母語話者・非母語話者実習生

間の話し合いを反対意見表明に焦点を当てて分析した。その結果，当初母語話者は暗示的に，非母語話

者は明示的に反対意見を述べる傾向にあったが，次第に両者の反対意見の行動様式が近づき，さらには，

反対意見を契機に互いに折り合いをつけて協働的な意思決定を行っていたことが分かった。

キーワード：協働型日本語教育実習，多様な言語文化背景，反対意見表明，第三の新たな規範，対話

1 はじめに

1990 年代以降，定住外国人の増加やそれに伴う

日本社会の国際化が進行し，従来の短期滞在就学生

のみを視野に入れた日本語教育は見直しが求められ

ている。この現状を受け，日本語学校などのフォー

マルな教育機関での学習機会を持たない定住外国人

を対象とした，地域社会への参加を促すための地域

の日本語教育が重要な役割を担うようになった。地

域の日本語教育とは，入管法の改正などの社会状況

の変化に伴い定住型外国人が増加したことを受け，

自治体などが生活支援のために地域に住む外国人を

支援する日本語教育を指す（文化庁，2004）。野々口

（2005）及び高橋（2004）は，日本語を母語とする者

が母語としない者に一方的に日本語を教えることは

多文化社会ではあるべき姿ではなく，地域に住む外

国人が地域社会に参画できるよう彼らの意見や視点

を取り入れることが必要だとしている。そして，外
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国人定住者を日本語教師として迎え入れ，彼らと日

本人教師が協力し合いながら，多文化社会で求めら

れる日本語教育を模索することを提案した。このよ

うに，教師達が互いの持つ知識や観点を共有し，協

働*1で課題に取り組む場はティーチャー・コミュニ

ティー（以下 TC）と呼ばれている（Little，2002；

Grossman，Wineburg & Woolworth，2001）。TC

では教師間の意見の不一致が浮き彫りになることも

多いが，教師間の衝突は，互いの見解を学び合える

契機をもたらす（Achinstein，2002）。そのような

衝突を経て協働で教授活動に取り組むことによっ

て，教師間で共通理解や創造を生み出すためのコ

ミュニケーションが可能になる。また結果として，

教師達が相互に研修の機会を与え合うことにつなが

るのである（林・尾崎，1993）。

岡崎（2002）は，多文化共生社会を目指し，日本

語母語話者（以下 NS）・非母語話者（以下 NNS）が

*1 Bailey（1996）は，協同（cooperation）と協働（col-

laboration）の意味を区別している。協同は，タスク達成

のためにメンバーが作業を分担して遂行を目指す。一方，

協働では相互作用を通してメンバー全員が共に作業を進

め，学ぶことが求められる。本稿では，後者の「協働」を

統一して用いた。
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協働で日本語教育に取り組む実践の場として「共生

日本語教育」を提唱している。「共生日本語教育」

は，ある日本語の規範を習得することを期待するも

のではなく，文化や言語を異にする者同士が，多文

化社会での生活に潜む問題を彼らの実体験に基づい

て話し合い，そのやり取りの中で互いの文化的観念

の違いを認識した上で双方がそれをつき合わせ，言

語運用の枠組みを協働で生み出していくことを目指

す。従って「共生日本語教育」では，日本社会への

参入者だけでなく，受け入れ側の日本人も学び手と

して位置付けられる。また，その空間を創り出す教

師も多文化社会の一員であり，NS・NNS実習生が

協働で教育現場に取り組み，その過程で互いに学び

合うことが求められる。

本稿では，多文化共生指向の協働型日本語教育実

習に参加した言語文化背景を異にする実習生（日

本・中国・韓国・台湾）を対象とし，3ヶ月間の実

習準備期間に行われた話し合いでの反対意見表明に

着目する。実習生間の反対意見表明を縦断的に観察

することで，実習生達がどのように互いの見解を捉

えながら実習に臨んでいたのかを明らかにし，ひい

ては多文化社会を担う TC の構築過程を提示する。

教育実習という枠の中で反対意見表明を分析する場

合，母語に加え教師経験など様々な観点からの分析

が挙げられるが，本稿のように NSと NNSが共に

取り組む教育実習では，教師経験の有無以上に日本

語が母語かどうかということが，話し合いへの参与

のあり方を影響する大きな要素になると考えられ

る。また，対照研究や接触場面研究において NS・

NNS に二分する分析観点が採用されてきたことか

ら，本稿では実習生による反対意見を NS・NNSと

いう視点から分析していく*2。

2 先行研究と研究目的

「学習は参加の過程に生起する」という実践共同

体の概念に基づき，TCは共通目標の下に，協働で

*2 教師経験の有無が実習生間の話し合いに及ぼしていた影

響も小さくなかったと考えるが，NS・NNS実習生間で教

師経験の有無がどのように捉えられていたのかについて

は，今後の課題としたい。

実践がなされる環境においてその存在が認められ

る（Grossman et al.，2001）。実践共同体とは，実

践により集団が形作られたコミュニティーを指す

（Wenger，1998）。実践共同体としての TCは，教

師が協働で教授活動に従事することにより構築され

る。そして，その過程で各教師が専門性を高める形

で成長し，TCの成員である教師全体で形成された

協働的能力が実践自体を変化させることを可能にす

る（Little，2003，p.914）。

TC 構築を可能にするのは教師による相互作用

の蓄積である（Little，2002，2003）。Achinstein

（2002）によると，教師間の相互作用を豊かなもの

にするには，批判的な視点を持つ意見が述べられ

ることが必須だという。批判的な意見とは，自他の

違いを顕在化させ，その結果，他者との間に葛藤を

引き起こす機能を持つと言われる反対意見などを

指す。教師間の話し合いの場では，教師は各自が持

ち込むビリーフに基づいて話し合いに参与する為，

意見の対立が少なくない。しかし共に目標を達成

すべく，彼らは徐々に互いの主張に折り合いをつ

け，やがて個々のビリーフから新たな TC 独自の

ビリーフが形成される。これは，フレイレ（Freire，

1970/1979）が言う批判的思考による対話の成立過

程であると考えることができる。フレイレは，人間

同士の対話は互いに批判的思考を持って相手の言

葉を捉え，より豊かな発想を生み出そうと努めて相

手と言葉を交わすことに意義があると述べている。

対話を交わすことは，目の前にいる他者と分かり合

い，言葉を交わしながら共に課題をあぶりだし，そ

の解決に向けて共に取り組もうとする姿勢を表して

いるからである。

多文化社会を担う日本語教育の TC は，多文化

を背景とする構成員が存在してこそ成り立つもの

であり，ここに協働が追求されていくことが重要

となる。その際，注目すべきは異なる母語・母文

化話者同士の間では反対表明の方略が異なる点で

あろう。TCの反対意見表明に焦点を当てて分析し

たAchinstein（2002）及びGrossman et al.（2001）

は，反対意見表明が促される環境や徐々に反対意見

を述べ互いの主張に折り合いをつけていく意識の過
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4月 5月 6月 7月 7月末～8月初め

実習募集開始 参加者説明会 教室活動検討

実習イメージ作り 分析対象期間 教壇実習

初期（90分） 中期（50分） 後期（120分）

表 1 教育実習の主なスケジュールと分析対象期間（カッコ内の時間はデータの長さ）

程を報告しているが，その過程において反対意見表

明が話し合いにもたらす作用や，その行動様式への

着目はない。同一母語話者集団を対象とするこれら

の先行研究と違い，本稿は様々な母語を持つ人々の

集団を対象としている。従って，話し合いでは「異

論」という内容上の折り合いをつけることと，反対

意見表明の多様な方略という形式上の折り合いをつ

けることが併せて進められることとなる。

そこで本稿は，実習生による反対意見表明の方略

を切り口にして，それがどのような様相を示してい

たかを 3 ヶ月の時間軸に沿って明らかにすること

で，彼らが互いの意見の対立にどのように折り合い

をつけながら協働を教育実習の中に生みだしていた

かを示すことを目的とする。具体的な研究課題は以

下の通りである。

研究課題 1 多文化共生指向の TCにおける反対意

見表明は方略上どのようになされるか。

1. NS・NNS実習生間で，反対意見表明は

方略上異なるか。

2. それらの相違は時間の経過によって変化

するか。

研究課題 2 反対意見表明は話し合いの中でどのよ

うな役割を果たしていたか。

3 研究方法

3.1 研究フィールドの概要

本稿で対象としたのは，某大学大学院で行われた

2003 年度日本語教育実習である。実習では，母語

を異にする参加者*3による円滑なコミュニケーショ

ンと，新たな言語運用の枠組みを見出すための「共

*3 この教育実習では学習者は参加者と呼ばれていた。

生日本語」（岡崎，2002）の創造を促すことが実習

生間に目指された。「共生日本語」の創造には，多

文化社会を構成する人々全てが共に取り組むことが

必須である（岡崎，2002）と考え，教壇実習の参加

者には外国人に加え日本人も募った。教壇実習自体

は 8 日間であるが，実習テーマ設定，参加者募集，

教案作成など，教壇実習に関わる作業全てを実習生

が主体となって協働で行い，準備期間は約 3ヶ月に

及んだ（表 1）*4。

3.2 本稿が対象とするデータについて

毎週授業時間の 90 分に加え授業開始前後 30 分

程度，そして授業外の日に 90分程度の話し合いが

持たれ，7 月中旬から教壇実習直前までは毎日 3～

5時間の話し合いが行われた。データは主に授業時

間内にテープ録音された話し合いの文字化資料で

ある。分析対象とする話し合いの質を統一するため

に，議題を「教案」と「参加者」に関連するものに

限定し，8日分の話し合いを分析した（話し合いの

時期区分は表 1）。

3.3 研究対象

対象者は上記日本語教育実習に参加した院生 9名

（全員が女性）である。実習生の背景を表 2に示す。

3.4 分析方法

3.4.1 反対意見表明を分析するツール

TCに関する研究では，反対意見表明を質的に記

述する手法が用いられるのが通常で（Achinstein，

2002；Little，2003 など），体系化を目指した分析

ツールはまだ確立されていない。日本語教育におい

*4 中期のデータが他の期に比べて少ないのは，説明会の電

話受付方法や説明会運営などの事務的な話し合いが多く

持たれた為，対象とした議題に関する話し合いがあまり

持たれていなかったからである。
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表 2 教育実習生の属性

て反対意見表明を分析した研究には，潘（2004）に

よる日台対照研究や李（2001）による日韓接触場面

研究があり，特に潘は反対意見表明を体系的に分析

するためのツールを提案・実証している。潘は反対

意見の様相を明らかにするため，国立国語研究所

（1994）による単位方略を援用した。単位方略とは，

あるタスクを遂行するために必要なストラテジー

の行動様式を類型化したものである（国立国語研究

所，1994，p.185）。潘はこの単位方略の中から反対

意見表明に関わるものを選択し，さらに単位方略を

明示度によって 4 つに大分類した。この分析ツー

ルを用いて日本人・台湾人女子大生による反対意見

表明を分類した結果，日本人による反論は暗示的で

相手に共感を求めながら反論を唱えることが多い一

方，台湾人による反論は明示的で相手の意見と対立

する見解を指摘しながら異論を述べる傾向にあるこ

とを明らかにした。本稿では，潘による分析枠組み

が反対意見表明の様相を体系的に分析するために有

効であると考え，これに修正・追加を加えた上で使

用することにした。

3.4.2 分析の手順

まず，話し合い各期から反対意見表明と認定さ

れる発話*5を抽出した。反対意見表明については潘

（2004）を参考にし，以下のように定義した。

*5 本稿における発話単位は，杉戸（1987)の「一人の参加者

のひとまとまりの音声言語連続（笑い声や相づちも含む）

で，他の参加者の音声言語連続（笑い声や相づちも含む）

によって区切られる単位」に従った。

反対意見表明とは，話し手が他の会話参加者

に対して，不賛成や非難，反論，挑戦などの

否定的評価を表明する際に用いる実質的な発

話を指す。

次に，潘による分析枠組み「反対意見表明単位方

略の型」（表 3）を用い，NS・NNS実習生による反

対意見の行動様式を分析した。

反対意見表明の命題となる部分の特定にあたり，

Foster，Tonkyn & Wigglesoworth（2000）を参考

にして意味的な命題の区切りを分析単位とした。以

下，例を示す*6。

1) J3： （教壇実習を担当する実習生が）三人，一日

三人って言うのがあるかもしれないわよね。

2) J4： でもね，でもいいのか，9人だから。

3) J2： 9人でまとまってかかってもいい，一人数

十分。

4) J5： 〔命題 1：反対意見〈2.2　見解の表明）〉〕
・
た
・
だ
・
多
・
く
・
な
・
い
・
か
・
？，〔命題 2〕あと TAもいる

んだもん。

反対意見表明のコーディングに客観性を期すた

め，日本語教育を専攻とし日本語を母語とする大学

院生 1 名に対象データ 8 日間の話し合いのうち 3

日分のコーディングを依頼した。照合した結果，約

80％の一致率に達し，不一致部分については，合意

*6 発話番号) 話者：発話，の順。圏点部分が反対意見と認定

された部分
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表 3 反対意見単位方略の型（潘（2004）を修正・追加（表中※が追加した方略）。単位方略の分類と表

は調査者が作成。）

に達するまで協議し判定した。コーディング後，時

間の経過に伴う行動様式の変化を追った。そして，

その反対意見表明の変化と実習生間の対話達成がど

のように関係していたのかを探るため，初期及び後

期での NS・NNS実習生それぞれの反対意見表明を

話し合いの流れの中で観察し，質的に分析した。

4 結果と考察

4.1 反対意見表明の様相

4.1.1 分析

以上の分析枠組みを用いて分析した発話例を表 4

に示す。

表 5に各単位方略の型の出現数を時期ごとに分け

て示した。また，また，NS・NNS実習生による反

対意見表明の単位方略の推移を図 1 及び図 2 に示

した*7。

*7 一定の反対意見表明を行った実習生に関しては，NS・

NNS実習生共に全体の傾向に類似していた。一方，反対

意見表明数が少なかった J3（4件）と F3（2件）は，全

体傾向との比較が困難であった。個々の実習生の単位方

略と全体傾向との比較は今後の課題としたい。

図 1 NS実習生による反対意見表明単位方略の推移

図 2 NNS実習生による反対意見表明単位方略の推移

まず，初期を見ると，NS実習生（図 1）は最も暗

示的な「共感期待型」（47.8 ％），NNS実習生（図

2）は最も明示的な「否定型」（58.3％）が多かった。
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表 4 各単位方略の型の発話例（下線部が反対意見表明）

表 5 NS・NNS時期別単位方略の型実数及び比率

また，4つの方略を明示的・暗示的なものに二分す

る*8と，NS 実習生はその割合が概ね半々であった

が，NNS 実習生は明示的な方略が 7 割を占めてい

た。従って，初期でのNS実習生の傾向は潘（2004）

と一致し，NNS 実習生に関しても潘（2004）や李

（2001）を支持する結果となった。

中期には，NS実習生に特徴的だった「共感期待

型」は 15.4％まで減少し，NNS実習生による「否

定型」も 14.3 ％に留まった。図 1及び 2 の中期の

部分を見ると，両者共に四つの方略の比率がほぼ均

等になり，最も明示的及び暗示的な方略が大きく減

少していた。

最後に後期を見ると，初期に多かった NS実習生

*8 明示的なものは「否定型」と「指摘型」を，そして暗示的

なものは「発言要求型」と「共感期待型」を指す。

の「共感期待型」は観察されず，「指摘型」が増加

の一途を辿っていた。一方，NNS 実習生も初期に

多かった「否定型」は見られず，NS 実習生と同様

「指摘型」が最も多かった。つまり後期では，初期

で顕著だった NS・NNS実習生間の相違は消え，方

略の傾向が類似していたことが分かった。

4.1.2 考察

限られたデータ分析の結果ではあるが，反対意見

の行動様式が NS・NNS 実習生間で次第に類似し

ていったことが分かった。このことから，コミュニ

ティー成員である日本人と外国人が，双方向的に歩

み寄り，コミュニケーション成立のために協働で学

んでいく共生化の過程（岡崎，1994）が捉えられる。

共生化の過程においては，所与の規範が前提とされ

ることはなく，異なる言語文化背景を持つ者同士の
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間で新たな語用論的規範が構築されていく。本デー

タに見られた NS・NNS 実習生による反対意見表

明の単位方略が近づいていく現象は，こうした共生

化を示していると考えられる。さらに，NNS 実習

生による反対意見表明が議論の過程もなく不自然に

NS 実習生の意見に傾倒し収束しなかったことは，

NS実習生が日本語を母語とすることに優位性を固

辞せず，母語話者の規範への同化を強要しなかった

ことが窺える*9。このことは，当該 TCを構成する

NS・NNS実習生間で対等な共生関係が成立してい

たことを示唆していると言えるであろう。

4.2 反対意見表明の単位方略と対話達成展開に及

ぼす影響

4.2.1 分析

では，実際に，実習生達は対等な関係性において

対話を展開させていたと言えるのだろうか。反対を

表明することがきっかけとなり，両者で新たな視点

を生み出していく対話が展開される場合もあれば，

対話展開のきっかけとはならない場合もある。そこ

で，日本語教育歴や教育実習見学経験などの背景が

類似する実習生 J2・F4（表 2参照）に焦点を当て

前期及び後期における彼らの反対意見表明の変化に

ついて対話展開との関連の観点から質的に記述して

いく。

■初期における反対意見表明 まず，初期における

話し合い内容の傾向に触れると，教室で中心となる

参加者あるいは教壇実習そのもののイメージに対し

て話し合われることが多かった（表 1参照）。初期

に NS実習生間で最も多かった単位方略「共感期待

型」の例を会話例 1に挙げる。ここでは，教壇実習

で取り上げるディスカッションの話題について話し

合われている。

会話例 1　「外国人参加者が話題にしたいこと」

1) F3： （中略）この SARS については多分日本

人（参加者）も外国人（参加者）も両方同じ

*9 一方，日本語文法や母語話者による規範の指導が求めら

れる教育実習では，実習生の母語や教授経験が重視され，

所与の序列化が生じることで反対意見の語用論的傾向が

母語話者のスタイルに収れんされていくことが予想され

るが，これについては今後データを補充し検討したい。

平等的な立場立てると思いますので，そうい

うような，平等的な話題について一緒に話し

合おうと考えています（中略）。

　 —　 10発話文省略　—

11) J2： なぜ去年（の教育実習で），あれだけこ

う，異文化接触の方に持って行ったかって考

えるとー，（中略）
・
私
・
の
・
場
・
合
・
は
・
ー
・
（
・
自
・
分
・
が
・
海

・
外
・
生
・
活
・
を
・
し
・
て
・
い
・
た
・
時
・
は
・
）
・
，
・
な
・
ん
・
か
・
ね
・
日
・
常
・
的
・
な

・
こ
・
と
・
も
・
ま
・
あ
・
，
・
と
・
も
・
か
・
く
・
ー
・
，
・
や
・
っ
・
ぱ
・
り
・
こ
・
う
・
，
・
も

・
っ
・
と
・
私
・
の
・
い
・
う
・
こ
・
と
・
に
・
耳
・
を
・
貸
・
せ
・
よ
・
っ
・
と
・
か
・
ね
・
，
・
な

・
ん
・
か
・
そ
・
う
・
い
・
う
・
，
・
こ
・
う
・
ー
・
，
・
な
・
ん
・
か
・
ね
・
，
・
内
・
面
・
か
・
ら

・
出
・
て
・
く
・
る
・
な
・
ん
・
か
・
自
・
分
・
を
・
や
・
っ
・
ぱ
・
り
・
表
・
現
・
し
・
た
・
い
・
っ

・
て
・
こ
・
う
・
ー
・
，
・
欲
・
求
・
が
・
ど
・
こ
・
か
・
あ
・
っ
・
た
・
の
・
ね，だから

段々こう，もしこういう話し合いの場を持つ

としたらなんか段々内面に入ってける話題の

方がやっぱりいいのかなあって。〈共感期待

型（1.2　情報の提供）〉

12) J4： 去年（の教育実習）もでもなんかそう

なってましたよね，初めはなんか食べ物から

始まって，最後は人間関係みたいな。

F3による発話 1)は，日本在住の外国人が日本人

と対等であるべきだ，という F3自身のビリーフを

表出している。一方，J2 は前年度の教壇実習を見

学した経験や海外に滞在した経験に基づき（表 2参

照），マイノリティーとしての外国人は目標社会で

より配慮される必要性があるとして，F3 の意見に

対立する姿勢を示している（発話 11)）。しかし，J2

による反対意見表明は自己の体験に基づいた情報の

提供という形を取っており，暗示的である。J2 は

日本語教師歴のない F3に対し，当該教育実習に関

する知識も豊富でありながら，明示的に反論を唱え

ることを控えている。この後，F3と J2が互いの見

解を話し合うことはなく，教壇実習で取り扱う話題

について結論が得られることはなかった。

次に，初期に NNS実習生間で最も多かった単位

方略の型「否定型」を会話例 2に挙げる。

会話例 2　「募集する参加者について」

1) J3： あのー，（参加者は）小学校に通っているっ

ていうか，それをこうキーポイントにしてそ
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れに関係ある人って言うと，小学生とお母さ

んと先生と。

2) J4： ただし，非母語話者で，そういう子どもを

学校に通わせてるお母さんとかっていうのも

まあアリなんじゃないかっていうのは。

3) F4：
・
私
・
が
・
全
・
然
・
考
・
え
・
る
・
の
・
は
・
違
・
っ
・
て
・
ま
・
す
・
ね，考え

てるのが，なんか日本に滞在，長く滞在しな

ければいけない外国人の人？？？。〈否定型

（3.3　不同意の表明）〉

4) J4： あっ，でも，そういう意味では，そのー，

小学校に子どもを通わせてるお母さんってい

うのも，もっ学校に通わせるぐらいだから多

分長い時間・・・，なんか定住者っていう意味

では多分あのー，同じ，定住者，定住者・・・。

F4による反対意見表明は「違ってますね」と明示

的で，その後すぐ自分は長期滞在型外国人を参加者

として考えていることを述べている（発話 3)）。し

かし，先行する発話 2) の J4による発話を見ると，

「非母語話者で子供を学校に通わせているお母さん」

を参加者に含めることを言及しており，F4 の見解

と必ずしも一致しないものではないことが分かる。

F4 は多文化社会を視野に入れた当該教育実習を過

去 2 年見学した経験に基づき，自己の見解を強く

主張する口調となったのかもしれない。この後，発

話 1)及び 2)で提示された「小学校に関連する参加

者」というアイデアは，この日検討されることはな

かった。

これらの会話例を見ると，母語や教授経験の有無

に関わらず，NS・NNSが対等に反対意見表明でき

る環境にあったことが窺える。しかし，反対意見を

通じて各自の主張やビリーフを表出するに留まり，

他者の見解に耳を傾ける姿勢は形成されていなかっ

たのではないだろうか。つまり，初期段階における

反対意見表明は，Achinstein（2002）が述べたよう

な互いの主張に折り合いをつけて良い部分を取り込

むものではなかったと考えられる。

■後期における反対意見表明 後期は前期に比べ，

教壇実習が迫っていたということもあり，より具体

的な教案に関する議論が多かった。そして，具体性

の高まりに伴い，NS・NNS 実習生共に「指摘型」

の反対意見表明の使用が目立った。まず J2による

ものを会話例 3に示す。これは，8日間の教壇実習

で取り上げるテーマの配列方法をめぐる話し合いの

一部である。

会話例 3　「教壇実習で取り扱うディスカッション

のテーマ配列方法」

1) J13： 個から集団のほうに向いてくとか，なん

かそういう一貫したものがあってもいいか

なって。

　 —　 77発話文省略　—

79) J4： じゃあさ，とりあえずさっきの J1 さん

のさー，個と集で分けてみると，えーっと，地

域社会（というテーマ）は集団，集で，あと，

ホストファミリーとかってどうなのかな？

80) J2： んー，
・
で
・
も
・
個
・
と
・
集
・
っ
・
て
・
そ
・
う
・
い
・
う
・
風
・
に
・
分
・
け

・
ら
・
れ
・
る
・
の
・
か
・
な。〈指摘型（3.5　見解の表明）〉

81) J4： ちょっとつらいよね。

82) J2： 個と集団の関係でこう，色々問題が出て

くるんじゃないのかな。

83) J1： そうだね，でもこの地域社会（というテー

マ）は（時系列でも）最後の方に来るよね。

J1が「個人から集団へ」というコンセプトを提示

し（発話 1)），J2は「外国人が来日してから」を時系

列に配列することを提案して（省略中の発話），J2

のアイデアに沿って実際にテーマを並び替える作業

が発話 78)まで続く。そして，発話 79)以降 J1に

よるコンセプトに従ってテーマを配列しようとした

時，J2が見解を述べる形で反対意見を表明した（発

話 80)）。そしてその反論を支えるように，発話 82)

では個人と集団は常に切り離せない関係にあるので

はないかと新たな意見を提示している。これらの発

言を受け，J1は J2による反対意見表明を受入れる

と同時に，時系列で配列するとしても地域社会とい

うテーマは最後の方に導入するのがいいという見解

を述べており（発話 83)），J2による反対意見表明

を契機に，異なる見解の深い検討が試みられていた

ことが窺えよう。

最後に，F4 によって「指摘型」の反対意見が述
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べられている会話例を以下に示す。

会話例 4「教壇実習でのファイナルプロジェクト」

1) F4： （中略）日本人は私達（外国人）に絶対何

（か）をしないきゃいけないっていう（助けて

あげたい）気持ちが強いんじゃないですか，

でも逆に，えっと，外国人もここ（日本）に来

て，自分の力を何か日本の社会にできない，

できるもの（貢献できること）はある，でそ

れについてなんかこう，いっぱい，案をだし

て，なんか，一つのプロジェクトのようなも

のをしたいなと思って・・・（略）。

2) J4： そのプロジェクトは，一日で終わらない

ような形にしたいっていう。

3) J5： 流れで（教壇実習全日程 8 日間を通して

プロジェクトをする形で）。

4) J4： （教壇実習 8 日をかければ）できると思

うの。

5) F4： （プロジェクトは）
・
一
・
日
・
で
・
（
・
終
・
わ
・
っ
・
て
・
）
・
も

・
い
・
い
・
と
・
思
・
う
・
ん
・
だ
・
け
・
ど。〈指摘型（3.4　見解

の表明）〉

6) J4： ううん，終わらなくてもいいと思うの，と

いうのは一番初めから（中略）（自分が社会

に）出来ることってばーんって（やってくだ

さいと）言ったって，えー，そんなの考えた

ことないっていうことになると思うのね，だ

から（徐々に導入して）最後の方で（プロジェ

クトの課題を）出すのがいいと思うの。

7) F4： あー。

8) J4： それ（プロジェクト）の萌芽的なものとい

うか，芽が出る形で段階的にやっていって，

それをファイナルプロジェクトみたいな形

にして（最後に参加者に取り組んでもらって

も）もいいなって。

F4は教壇実習における活動案として，日本人・外

国人参加者が日本社会に自分ができることを考える

プロジェクトを行うことを提案している（発話 1)）。

J4と J5はそれを軸として，他の活動案も考える方

向で話を進めるが（発話 3)-4)），F4 は一回で完結

する形でもいいのではないかと反論を唱える（発話

5)）。しかし発話 6) では，J4 が完結型のプロジェ

クトにしない意味を説明すると，F4は「あー」とそ

の発言を受けとめている（発話 7)）。この後，F4に

よるこの案は教壇実習の最終プロジェクトとして採

用されることとなった。これら後期の会話例から，

初期の会話例 1 や 2 では実現しなかった反対意見

表明を軸とした異なる見解の折り合いをつけようと

するやり取りが起こり，多様な意見を統合した結論

生成が成立していたと考えることができよう。

4.2.2 考察

反対意見表明の効果をやり取りの文脈の中で見る

と，初期には反対意見表明によって表出された異な

る見解は十分に検討されず，そのまま結論を見出す

ことなく次の話題に移行する傾向にあったが，後期

では反対意見を述べる側と受ける側との間でそれ

ぞれの異なる見解を十分に検討し合い，部分的に取

り入れながら互いの見解に折り合いをつけて結論

の生成を迎えていた。これは，話し合いを積み重ね

たことで，徐々に互いの持つ見解やビリーフを理解

し，他者の見解も重要だと認識して相手を受け入

れる姿勢が形作られていったこと，そしてフレイ

レ（Freire，1970/1979）が唱えたよりよい発想を

求めた批判的思考によって相手と言葉を交わすとい

う対話が，実習生間で成立していったことを示して

いる。折り合いは，対立する両者が満足することな

く不完全燃焼のまま妥協点を得るという「折衷」や

中間的立場に終結することを連想させるが，少数意

見を尊重し多数側だけの考えが正当化されること

なく，両者を対等に認め合うことを前提とすること

で折り合いが成立するのであり、それこそが対話に

よる協働的意思決定と言えるのではないだろうか。

実習生背景が多様であることは，共生日本語教育実

習を実現させるために不可欠な要素だと考えられ

る。なぜなら，日本人・外国人参加者が共に学ぶ教

壇実習では，参加者間で意見の相違を受け入れられ

ない場面が想定しうるが，実習生自らが反対意見表

明を軸とした対話形成のプロセスを経験しているこ

とで，参加者間の話し合いを円滑にファシリテート

し，対話の実現を促すことが可能だからである。

教壇実習の実施という目標の下で開始が迫る後期
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には，より具体的な行動様式で反対意見表明を述べ

合い，それぞれが折り合いをつけながら結論を見出

す必要があった可能性は否めず，また本稿ではデー

タ量が限られているため，あくまで特定の事例分析

の結果からの考察の域を出ない。しかし，本稿で対

象とした教育実習が，日本人・外国人参加者が自分

達の生活する多文化社会を共に考え，その結果とし

て両者間で対話を実現させることを目的としていた

ことが，NS・NNS実習生による反対意見表明を契

機とした「対話」形成や協働を実現したという見方

もできるのではないだろうか。

5 終わりに

実習生間における相互の学び合いの結果として，

TCを構成するメンバー間に新たな語用論的規範が

構築されていたこと，そして対話が成立していたこ

とは，多文化社会を担う教師研修として非常に意義

があると考える。TC構築の過程で，異なる背景を

持つ人々が歩み寄って「共生日本語」を創造するこ

との意義を教師自身が体験しているからである。つ

まり，多文化社会を担う教師の成長とは，様々な言

語文化背景を持つ人々と共生する力なのであり，本

稿で対象とした多文化社会を視野に入れた教育実習

は，この共生力を実習生らが培うことを可能にして

いたと考えられる。このことは，多文化社会におけ

る日本語教育に NNS教師が参入していくことの重

要性を示しているとも捉えることができよう。

本稿では，教育実習における TCの構築過程を反

対意見表明という切り口から考察し，実習生をNS・

NNS に二分して分析を行ったが，今後は実習生の

教師経験の有無などを考慮に入れることで，TCの

様相がより詳細に捉えられると考えられる。また，

対象や実習の目的が同種のものや異なる事例との比

較によっても TC構築過程を多面的に分析すること

が可能だと思われるが，これらの点は今後の課題と

したい。

謝辞　本稿をまとめるにあたり，お茶の水女子大学

岡崎眸先生，佐々木泰子先生，東京海洋大学池田玲

子先生に多大なご助言を賜りました。心より御礼申

し上げます。
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